
 

一般会計予算総額は、平成 30年度に初めて 1,000億円を超えたあと、1,000億円を超える規模で

推移し、令和５年度は となった昨年度を更に超える規模となりました。 

今年度の予算では、個人・法人市民税を中心に市税の増収を見込みましたが、社会保障経費や公共施

設老朽化対策のための経費に加え、物価高騰等により様々な経費が増加しているため、多くの財政調整基

金（貯金）を取り崩すことで予算を編成しました。 

また、太陽光発電の更なる普及の促進や照明の LED化など、「ゼロカーボンシティ」実現に引き続

き取り組むほか、おさんぽコースへの道標等の整備や街なかのベンチの増設、マンションの民地境界ブロ

ック塀を取り除き歩行者空間を確保するなど、「人を中心にしたマチづくり」を引き続き進めていくため

の予算になっています。名付けて、『現在、そして、未来の安心へとつなげる予算』です。 

次のページからは、歳入・歳出の概要について、お伝えしていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

第３６号「令和５年度当初予算」 

所沢市財務部財政課 令和５年５月発行 

 

 所沢市の財政について、わかりやすくお伝えするために発行している所沢市財政ト

ークス。今号は、令和５年度当初予算について、「１ 予算総額」「２ 歳入予算」「３ 

歳出予算」の３本立てでお送りします。 

 財政に詳しい方も、普段あまりなじみのない方も、この機会に、所沢市の財政につ

いて新しい発見をしていただき、興味を持っていただけたら幸いです。 
 

 

 

 

 

 

 

 

３月１６日に議会で予算案が可決され、令和５年度当初予算額が決定しました。 

予算総額は、一般会計で 1,148億３，０００万円、特別・企業会計を含めると、２，０７１億８，５０１万円

となりました。 

一般会計予算額の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

一般会計予算総額 1,１４８億３，０００万円 
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総額 
1,148 億 

3,000 万円 

市税  

544 億 2,900 万円 47.4％ 

市民の皆さんや法人に納めていた

だく、市民税や固定資産税など 

国・県支出金  

294 億 3,242 万円 25.7％ 

特定の事業に対し、国や県から配

分される補助金など 

その他  

60 億 744 万円 5.3％ 

前年度からの繰越金や保育料、 

その他の収入 

地方交付税  

22 億 2,000 万円 1.9％ 

自治体の財政力に応じて、 

国から配分される財源 

使用料・手数料  

14 億 274 万円 1.2％ 

施設の使用料や証明発行手数料 

など 

繰入金 

62 億 4,010 万円 5.4％ 

基金（財源の調整や、特定の 

目的のために積み立てている 

貯金）の取り崩し額 

市債  

68 億 9,930 万円 6.0％ 

道路や施設の工事などにあた

り、国や銀行などから借り入れ

る額 

地方消費税交付金  

81 億 9,900 万円 7.1％ 

県から交付される消費税を

原資とした交付金 

 

◆◆ 昨年度と比べて大きく変わったところは？？ ◆◆ 

国市税のうち、特に個人市民税、法人市民税について増収を見込んだことにより、前年度より 19

億 2,019万 3,000 円の増額となりました。 

所沢市立第２学校給食センター建設工事、第２一般廃棄物最終処分場整備工事などのための市

債を見込んだことにより、前年度より 11 億 4,020万円の増額となりました。 

一般廃棄物等処分手数料などについて減収を見込んだことにより、前年度より 6,383万

8,000円の減額となりました。 
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歳出には、このページの「目的別」、次ページの「性質別」の２通りの分け方があります。

ちょっとわかりづらいこの２つの違いを、目的別の民生費を例に見ていきたいと思います。 

 

 

 

 

 

 

  

このように、目的別の中のいろいろな費用を、考え方を変えて分類し直したものが「性質別」

で、自治体の財政の特色などを測る指標としても活用されています。 

 

目 的 別

衛生費 

122 億 9,795 万円 10.7％ 

健康増進、疾病予防、環境への取り組

み、ごみ収集・処理などに要する費用 

教育費 

149 億 3,738 万円 13.0％ 

学校の整備や運営、生涯学習、 

スポーツ振興などに要する費用 

土木費 

108 億 4,694 万円 9.5％ 

道路や河川、公園などの整備に

要する費用 

総務費 

98 億 579 万円 8.5％ 

市役所の運営、広報、選挙、市税

の賦課徴収などに要する費用 

公債費 

74 億 4,150 万円 6.5％ 

国や銀行などから借り入れた 

市債の返済に要する費用 

消防費 

41 億 4,674 万円 3.6％ 

埼玉西部消防組合への負担金や、

消防団、その他防災に係る費用 
その他  

16 億 9,224 万円 1.5％ 

議会運営、商業・産業・農業の 

振興などに要する費用 

 

民生費 

536 億 6,146 万円 46.7％ 

高齢者福祉、障害者福祉、生活福

祉、児童福祉、母子福祉、国民健康

保険や介護保険の一部などに要す

る費用 

総額 

1,148 億 

3,000 万円 

【目的別】 

何のために使う
のか 

【性質別】 

何に使うのか 

【民生費】 

主に「福祉のため」に使う費用 

【人件費】 

福祉部門で働く 

職員等の人件費 

【普通建設事業費】 

福祉施設の 

改修工事費 

【扶助費】 

生活保護費や 

児童手当 

【補助費等】 

福祉部門に係る事業者や 

団体などへの補助金 
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令和５年度の予算額を県内の人口同規模の市や近隣市（ダイア 5市）と比べてみました。

人口と予算額はある程度比例しており、人口１人当たりの予算額は概ね似通った数字となっ

ています。市民一人当たりには、大体このぐらいの予算が必要なことがわかりますね。 

性 質 別
扶助費 

293 億 4,972 万円 25.5％ 

生活困窮者や障害者、児童等に

対する支援にかかる費用 

人件費  

197 億 9,508 万円 17.2％ 

職員の給与や議員の報酬などに 

かかる費用 

 

補助費等 

163 億 2,512 万円 14.2％ 

各種団体への助成金のほか、市が

支払う保険料など 

 

普通建設事業費 

117 億 508 万円 10.2％ 

道路や学校、その他の公共施設の 

整備などにかかる費用 

公債費 

74 億 4,149 万円 6.5％ 

国や銀行などから借り入れた 

市債の返済にかかる費用 

繰出金 

80 億 1,074 万円 7.0％ 

国民健康保険や介護保険の 

運営などのため、一般会計から 

特別会計に繰り出す費用 

 

総額 

1,148 億 

3,000 万円 

物件費 

198 億 8,216 万円 17.3％ 

他の項目に分類されないもので、

消耗品や委託料などの、消費的な

費用 

その他  

23 億 2,061 万円 2.1％ 

公共施設の補修・修繕、 
災害復旧にかかる費用、 
予備費など 
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３・４ページで歳出予算について見てきましたが、 

ここでは、前年度と比較し、特に増減割合が大きい 

ものについてご紹介します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

所沢市立第２学校給食センター建設工事費の皆増（22 億 7,165 万 1,000 円）、小学校・

中学校 LED 化整備工事費の増額（前年度当初予算比 5 億 3,896 万 3,000 円）を主な要因

として、増額となりました。 

歩行者ネットワーク整備工事費の増額（前年当初予算比 3 億 4,680 万円）、上安松・下安

松西地区緑地用地購入費の皆増（2 億 2,041 万 6,000 円）を主な要因として、増額となり

ました。 

第２一般廃棄物最終処分場整備工事費（前年度当初予算比 5 億 6,557 万 4,000 円）など

の増額があるものの、新型コロナウイルスワクチン接種委託料の減額（前年度当初予算比▲4

億 532万 1,000円）を主な要因として、全体では減額となりました。 
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所沢市立第２学校給食センター建設工事費の皆増（22 億 7,165 万 1,000 円）、第２一般

廃棄物最終処分場整備工事費の増額（前年度当初予算比 5 億 6,557 万 4,000 円）を主な要

因として、増額となりました。 

障害者訓練等給付費（前年度当初予算比 1億 3,679万 6,000 円）や障害児通所給付費（前

年度当初予算比 1 億 2,669 万 6,000 円）などの増額があるものの、児童手当・特例給付の

減額（前年度当初予算比▲2億 8,712万円）を主な要因として、全体では減額となりました。 


